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１ 酪農経営支援総合対策事業 

我が国の酪農は、高齢化等により酪農家戸数や飼養頭数が減少し、後継牛不足も深刻化するなど生産基盤の弱体化が進行している。このため、生産者

集団等が行う地域の創意工夫を活かした取組を支援し、担い手や乳用後継牛を確保していくとともに、経営の持続性の向上を図り、地域の実情に応じた

酪農生産基盤の維持・強化を図るため、下表に掲げる事業を実施 

［留意点］ 

① この事業については、事業の内容欄のうち、（１）～（６）の６つより、一又は複数のメニューを選択して応募することができる。

また、各メニューのうち、（３）のア～ウ、（５）のア～エ、（６）のア～ウのいずれかより、一又は複数の取組を選択して応募することができる。た

だし、（５）のア・イは併せて応募しなければならない。 

注１：（１）、（４）のメニューの中のそれぞれの取組又は項目を単独で応募することはできない。 

注２：（３）のア、（５）のア及びイ、（６）のア～ウの取組の中のそれぞれの項目を単独で応募することはできない。 

② 補助金予定総額：4,407,758 千円

③ 実施期間：本事業の実施期間は平成 31 年度とする（（２）のメニューは、平成 29～31 年度の事業実施期間の最終年度）。

事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（１）中小酪農経営等生産基盤維持・強化対策事業

全国を区域として、生産者集団等がア及びイの取組を実施するのに対して支援するととも

に、ウの取組を自ら実施 

ア 後継牛確保のための環境整備

（ア）後継牛確保対策の推進

後継牛の確保を図るため、構成員へ貸付け・提供するための簡易施設・装置の導入及

び牛舎改修資材の共同購入 

（イ）つなぎ牛舎の改良

つなぎ牛舎の改良を図るため、牛床の延長及び既存の繋留具の改良等に係る資材の共

同購入 

（１）の事業

2,000,183 千円以内 

１／２以内 

１／２以内 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（ウ）飼養環境の改善

後継牛の衛生的で健康・快適な飼養環境を確保するため、構成員へ貸付け・提供する

ための牛舎環境改善等資材・機材の共同購入 

（エ）暑熱対策の推進

暑熱の低減を図るため、構成員に対する技術指導、構成員へ貸付け・提供するための

暑熱の低減関連資材・機材の共同購入 

（オ）供用期間の延長支援

乳用牛の供用期間の延長を図るため、削蹄及び乳房炎治療等の実施

（カ）後継者の経営基盤の強化

構成員のうち、後継者へ貸付け・提供するための初妊牛の導入、簡易牛舎の整備、牛

舎改修資材の共同購入 

（キ）乳用牛の円滑な継承及び育成牛の地域内流通の推進

地域内で生乳生産を中止する酪農家や経営規模を縮小する酪農家の乳用牛を継承し

た構成員及び地域内で育成牛を導入した構成員に対する奨励金の交付 

イ 育成牛の事故率低減

後継牛となる育成牛の死廃事故を低減するため、ワクチンプログラムを実施

ウ 乳用後継牛の緊急確保の推進

（ア）乳用牛の繁殖や飼養管理等の技術的知見を集約し、啓発するため

の会議・セミナーの開催及び現地調査等 

（イ）ア及びイの取組の円滑な推進を図るための推進指導等

１／２以内 

１／２以内 

定額 

１頭当たり１千円以内 

１／２以内 

ただし、初妊牛の導入につ

いては１頭当たり 50 千円以

内 

定額 

１頭当たり 32 千円 

定額 

１回当たり１千円以内 

定額 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（２）酪農経営安定化支援ヘルパー事業

東京都、和歌山県又は沖縄県を区域として、次に掲げる取組を自ら実施し、又は酪農ヘル

パー利用組合等に対し、次に掲げる一（ウの（キ）を除く）又は複数の取組への支援を実施 

ア 酪農の担い手となる酪農ヘルパー人材育成支援

（ア）酪農後継者を対象とした酪農ヘルパー技術研修

（イ）新規就農を希望する酪農ヘルパーの離農意向農家への派遣研修

（ウ）酪農ヘルパー雇用前研修手当の交付等

（エ）雇用後２年以内のヘルパー要員に対する実践研修手当の交付等

（オ）酪農ヘルパーの資質向上のための研修会の開催等

（カ）他団体等が開催する研修会への参加及び参加促進

（キ）実践研修の被研修者を対象とする住宅・通勤手当の交付

（２）の事業

870,438 千円以内 

既採択 45 団体分を

含む総額 

１／２以内 

ただし、１人当たり８千円

／日以内 

１／２以内 

ただし、１人当たり８千円

／日以内 

１／２以内 

ただし、１人当たり 25 千円

／月以内 

１／２以内 

ただし、１人当たり 37.5 千

円／月以内 

１／２以内 

１／２以内 

ただし、参加促進費は１人

当たり８千円／日以内 

定額 

ただし、１人当たり 33 千円

／月以内 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（ク）酪農ヘルパー確保のための募集活動

（ケ）臨時ヘルパーの出役支援

（コ）酪農ヘルパー業務に必要な免許及び資格の取得

（サ）酪農後継者及び酪農ヘルパーの新規就農を促進するための協議会の開催及び調査等

（シ）コントラクター等支援組織との連携による臨時ヘルパー確保のための検討会の開催等

（ス）酪農ヘルパーに関心のある学生を対象としたインターンシップの実施

イ 傷病時の利用の円滑化

傷病時（病気、事故、出産、忌引き、父母等の病気見舞いに伴う里帰り、育児サポート、

研修等への参加）に酪農ヘルパーを利用した場合に、積立金の取崩しにより利用料金の負

担軽減を行う互助制度の実施 

ウ 酪農ヘルパー利用組合の強化等

（ア）推進協議会の開催等

（イ）収益改善のための経営診断、収支改善計画の作成や、収支改善計画等を踏まえた事務

効率化、酪農ヘルパーの出役調整に係る外部委託等の推進並びに出役調整に係る電子シ

ステムの導入及び運営

（ウ）広域利用調整及びコントラクター等支援組織との統合を推進するための検討会の開

催、広域利用等による出役調整に係る遠距離出役支援 

（エ）酪農ヘルパーの傷害補償保険、損害賠償保険の加入促進

１／２以内 

定額 

ただし、１出役当たり１千

円 

１／２以内 

１／２以内 

１／２以内 

定額 

ただし、宿泊費は学生１人

当たり６千円／泊以内 

負担軽減額の１／２以内 

ただし、複数の利用組合が、

互助制度を統合した場合、互

助制度を統合した年度の１年

間に限り２／３以内 

１／２以内 

１／２以内 

１／２以内 

１／２以内 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（オ）家畜防疫対策に係る計画の作成、防疫機器等の整備

（カ）酪農ヘルパー事業を推進するための地域独自の取組

（キ）事業の円滑な推進を図るための推進指導

（３）乳用牛改良増殖推進事業

乳用牛の計画的な改良・増殖の推進を図るため、全国を区域としてアの取組を実施。また、

全国を区域として、生産者集団等がイの取組を実施するのに対して支援。さらに、全国又は

都道府県を区域として、検定組合等がウの（ア）の取組を実施するのに対して支援するとと

もに、ウの（イ）の取組を自ら実施し、又は生産者集団等が実施するのに対して支援。 

ア 遺伝的能力向上対策

（ア）乳用牛の遺伝子情報を用いたゲノミック評価の実施のために必要なサンプル収集及び

検査 

（イ）乳用牛のゲノミック評価の利活用を図るための勉強会の開催

（ウ）泌乳持続性の高い乳用牛の改良を進めるためのゲノミック評価に必要な評価システム

の開発 

イ 優良乳用牛導入支援対策

検定組合に加入している都府県の酪農家に貸付を行うための、優良な乳用牛の導入

ウ 飼養管理技術の向上対策

（ア）酪農家に対して行う乳用牛の飼養管理技術の指導及びそれらに必要な分析・検査等

（３）の事業

476,877 千円以内 

うちアの取組 

217,517 千円以内 

うちイの取組 

39,702 千円以内 

うちウの取組 

219,658 千円以内 

１／２以内 

１／２以内 

定額 

定額 

定額 

優良乳用牛１頭当たり 40

千円（遺伝情報（ＳＮＰ）：無）

又は 50 千円以内（遺伝情報

（ＳＮＰ）等：有） 

定額 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（イ）飼養管理技術の指導及びそれらに必要な分析・検査等を支援するための取組

（４）生乳流通体制合理化推進事業

生乳の流通コストの削減を図り酪農経営の収益性の改善に資するため、全国又は都道府県

等を区域として、次に掲げる取組を自ら実施し、又は単位農協、農協連等（以下「生乳生産

者団体」という。）が次に掲げる取組を実施するのに対して支援するとともに、エに掲げる

取組を自ら実施 

ア 生乳流通合理化体制整備

生乳流通コストの生産者負担を軽減するため、生乳生産者団体及び行政機関等を構成員

とした協議会等において、現状の集送乳コスト構造の分析、集送乳方法の見直し、コスト

低減方策、県団体の再編の考え方等を内容とする「生乳流通合理化計画」、又は緊急時の

「搾乳継続計画」の検討・作成 

イ 生乳流通合理化機器等リース

（ア）生乳流通合理化機器リース

アの「生乳流通合理化計画」に基づく、集送乳の合理化を図るための大型タンクロー

リー、生乳検査機器等のリースによる導入

（イ）非常用電源リース

アの「搾乳継続計画」に基づく、貯乳施設における非常用電源のリースによる導入

（４）の事業

449,218 千円以内 

定額 

１／３以内 

ただし、生乳受託販売団体

又は生乳買取販売団体までの

販売組織が２団体以下となる

ような取組等を行う又は行っ

ている場合は１/２以内 

１／２以内 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

ウ 生乳流通合理化機器等整備

（ア）生乳流通合理化機器整備

アの「生乳流通合理化計画」に基づく、集送乳の合理化を図るための既存の貯乳施設

の減容化・補改修、乳量確定システムの改修等 

（イ）非常用電源整備

イの「搾乳継続計画」に基づく、貯乳施設における非常用電源の整備

エ ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の推進

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の徹底・周知等

（５）地域の生産体制強化事業

生産基盤が脆弱な地域において持続的な生乳生産体制を確保するため、全国を区域とし

て、ア及びイの取組を自ら実施し、又は生産者集団等が実施するのに対して支援。また、全

国を区域として、ウの取組を生産者集団等が実施するのに対して支援。さらに、全国を区域

として、エの取組を自ら実施 

ア 担い手確保推進対策

（ア）新規就農希望者等に対して農業技術・経営ノウハウを習得させるための研修者及び指

導者の募集・認定、研修の実施、経営指導等 

（イ）新規就農希望者等を対象とした経営離脱農家等の施設を研修施設として活用する場合

の補改修のための資材の購入

（５）の事業

502,050 千円以内 

うちアの取組 

47,021 千円以内 

１／３以内 

ただし、生乳受託販売団体

又は生乳買取販売団体までの

販売組織が２団体以下となる

ような取組等を行う又は行っ

ている場合は１/２以内 

１／２以内 

定額 

定額 

ただし、指導謝金は上限８

千円/日 

定額 

ただし、施設の補改修に必

要な資材については、上限 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（ウ）これらの支援に対する企画検討会、調査、指導等の取組

イ 新事業体創出支援対策

（ア）既存の経営体による協業化等を促進するための労務管理、経営向上等のセミナー等の

取組 

（イ）新たな担い手を受け入れるための経営離脱農家等の施設等の取得を促進するための調

査、指導等の取組 

ウ 後継牛バンク推進対策

地域で後継牛を持続的に生産する取組（後継牛バンク）を推進するために、その元本と

なる初妊牛を導入 

エ 広域的な乳用牛預託推進対策

乳用後継牛の広域預託を推進する団体が行う、広域預託の頭数を増加させる取組に対し

奨励金を交付 

うちイの取組 

10,104 千円以内 

うちウの取組 

85,140 千円以内 

うちエの取組 

359,785 千円以内 

500 千円 

税理士等への委託費用は、

１／２以内 

定額 

１／２以内 

定額 

ただし、経営コンサル等へ

の委託費用は、１／２以内 

１/２以内 

ただし、初妊牛１頭当たり

275 千円以内 

定額 

預託開始時の牛の移動は預

託牛 1頭当たり 8千円以内 

預託終了時の牛の移動は預

託牛 1頭当たり 23 千円以内 

ただし、以下の取組を行っ

た場合には、当該額を加算 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（６）生乳需要基盤確保事業

ア 生乳生産者需要確保事業

消費者に対して理解醸成活動等を行うことにより、国産牛乳乳製品の消費の維持・定着

を図るため、全国を区域として次に掲げる取組を実施 

（ア）牛乳乳製品消費の維持・定着を図るための推進会議の開催

（イ）事業の円滑な推進を図るための会議の開催、助言及び指導等の実施

（ウ）牛乳乳製品消費の維持・定着を図るための広報資材等の作成及び作成に対する支援

（エ）牛乳乳製品消費の維持・定着を図るための広報・宣伝活動等及び広報・宣伝活動等に

対する支援 

イ 牛乳乳製品需要創出事業

乳和食等の新たな利用場面の普及や牛乳乳製品の価値訴求等により、国産牛乳乳製品需

要の創出・定着を図るため、全国を区域として次に掲げる取組を実施 

（ア）牛乳乳製品需要の創出・定着を図るための推進会議の開催

（イ）事業の円滑な推進を図るための会議の開催、助言及び指導等の実施

（ウ）牛乳乳製品需要の創出・定着を図るための調査研究、実証調査の実施

（６）の事業

108,992 千円以内 

うちアの取組 

49,680 千円以内 

うちイの取組 

54,493 千円以内 

定額 

定額 

１／２以内 

１／２以内 

定額 

定額 

１／２以内 

ワクチン接種

及び疾病検査 

15 千円以

内 

代謝プロファ

イルテスト

3千円以内 

遺伝子検査 9 千円以内 

疾病検査 8 千円以内 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（エ）牛乳乳製品需要の創出・定着を図るための研修会、セミナー等の実施

（オ）牛乳乳製品需要の創出・定着を図るための広報資材等の作成

（カ）牛乳乳製品需要の創出・定着を図るための広報・宣伝活動等の実施

ウ 生乳生産者牛乳乳製品需要拡大事業

生乳生産者等が製造する牛乳乳製品の需要を拡大するため、全国を区域として次に掲げ

る取組を実施 

（ア）生乳生産者等が製造する牛乳乳製品の販路拡大等のための推進会議の開催

（イ）事業の円滑な推進を図るための会議の開催、助言及び指導等の実施

（ウ）牛乳乳製品の高品質化、衛生管理強化等に必要な技術研修の実施等

（エ）生乳生産者等が製造する牛乳乳製品の販路拡大等のための広報資材等の作成

（オ）生乳生産者等が製造する牛乳乳製品の販路拡大等のための広報・宣伝活動等の実施

うち、ウの取組 

4,819 千円以内 

１／２以内 

１／２以内 

１／２以内 

定額 

定額 

１／２以内 

１／２以内 

１／２以内 
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２ 肉用牛経営安定対策補完事業 

高齢化等に対応した肉用牛ヘルパーへの支援、地域の特色ある肉用牛振興対策、肉用牛流通促進対策及び肉用牛導入対策を支援するため、全国を区域

として（１）及び（４）の事業、並びに都道府県等を区域として（２）及び（３）の事業を実施 

［留意点］ 

① この事業については、事業の内容欄のうち、（１）～（４）の４つより、一又は複数のメニューを選択して応募することができる。

また、各メニューのうち、（１）のア～エ、（２）のアの（ア）～（キ）、（２）のイの（ア）～（ウ）、（３）のア～ウ、（４）の 18 個より、一又は

複数の取組又は項目を選択して応募することができる。 

注：（２）のアの（キ）、（２）のイの（ウ）及び（３）のウの項目を単独で応募することは出来ない。 

② 補助金予定総額：3,551,915 千円

③ 実施期間：本事業の実施期間は平成 31 年度とする。

事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（１）肉用牛生産基盤強化等対策事業

ア 肉用牛生産基盤強化推進事業

（ア）肉用牛ヘルパー組織等強化推進

肉用牛ヘルパー組織等の体制強化を図るための検討会の開催、ヘルパー組合実態調

査、普及啓発資料等の作成・配布及び事業の推進指導 

（イ）肉用牛振興推進指導

生産基盤強化を図るため、全国・ブロック会議の開催、事業効果の評価・指導及び事

業の推進指導等 

イ 地域の特色ある肉用牛振興推進事業

地域の特色のある肉用牛生産の推進を図るための全国会議の開催、実態調査の実施及び

事業に係る全国的な推進指導 

（１）の事業

71,574 千円以内 

うちアの事業 

19,507 千円以内 

うちイの事業 

20,414 千円以内 

定額 

定額 

定額 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

ウ 多様な担い手育成支援事業（※）

（ア）多様な人材の確保

若年層、女性や職業経験者等の畜産への参入促進を図るための企画検討会の開催、事

例紹介、ＰＲ資材の作成、就農フェア等での相談窓口の設置、畜産就農を促進するため

の就農セミナーや研修会の開催、事業の推進指導等 

（イ）中核的担い手の育成

中核となる人材の育成支援のため、財務、労務管理等の経営指導、現地調査、研修会

の開催等、事業の推進指導等 

（注）重点テーマを定めて実施すること 

エ 一産取り肥育普及・定着支援事業（※）

一産取り肥育による交雑種雌牛を活用した和子牛生産を拡大するための検討会の開催、

飼養管理マニュアルの作成・配布、事例調査・紹介、現地研修会の開催及び事業の推進指

導等 

（２）地域における肉用牛生産基盤強化等対策事業

都道府県等を区域として肉用牛生産基盤の強化及び特色ある肉用牛生産の振興を図るた

め、次の一又は複数の事業を実施。（以下の事業のうち、生産者集団等及び肉用牛ヘルパー利

用組合の実施する事業に対する支援については、民間団体が支援に代えて自ら実施する場合

を認める。） 

ア 肉用牛生産基盤強化対策事業

（ア）中核的担い手育成増頭推進

地域の中核的担い手が計画的に優良な繁殖雌牛を増頭した場合における増頭実績に

応じた奨励金の交付 

（イ）遺伝的多様性に配慮した改良基盤確保

うちウの事業 

16,382 千円以内 

うちエの事業 

15,271 千円以内 

（２）の事業

2,949,537 千円以内 

うちアの事業 

2,399,323 千円以内 

定額 

定額 

定額 

定額 

１頭当たり 80 千円又は

100 千円以内 

定額 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

地域の改良基盤の強化を推進するため、生産者集団等が遺伝的多様性に配慮した繁

殖雌牛を購入し、自ら飼養する場合、又は地域内の繁殖農家等に貸し付ける場合におけ

る奨励金の交付 

（ウ）優良繁殖雌牛導入支援

生産者集団等が地域の改良に必要な一定の要件を満たす優良な繁殖雌牛を購入し、

自ら飼養する場合、又は地域内の繁殖農家等に貸し付ける場合における奨励金の交付 

（エ）繁殖雌牛の増頭に資する簡易牛舎等の整備

ａ 生産者集団等が行う繁殖雌牛の増頭に資する簡易牛舎の整備及び器具機材等の導

入への支援 

ｂ 生産者集団等が行う子牛の健康維持に資する器具機材（細霧装置、子牛用ヒーター）

の導入への支援 

（オ）肉用牛ヘルパー推進

肉用牛ヘルパー利用組合が行う肉用牛ヘルパー活動の組織化、適正運営、肉用牛ヘル

パー要員の確保（傷害保険等の加入促進）、出役調整、研修会等の開催、器具の借上、

傷病時・高齢者・放牧管理・分娩管理代行支援等の肉用牛ヘルパー利用に係る互助制度

の推進等の活動への支援 

（カ）特定地域肉用牛広域処理円滑化支援

離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）第２条第１項の規定により指定された離島振興

対策実施地域、沖縄県、鹿児島県奄美市及び同県大島郡（以下「離島等」という。）の

肉用牛の生産者が死亡した肉用牛（BSE 検査対象牛は除く。）を島外の死亡牛処理施設

（化製場等）へ輸送して処理する場合における当該海上輸送への支援 

１頭当たり 60 千円又は 90

千円以内 

定額 

１頭当たり 40 千円又は 50

千円以内 

１／２以内 

１／２以内 

ただし、細霧装置について

は 1,000 千円以内／経営体、

子牛用ヒーターについては

700 千円以内／経営体 

１／２以内 

定額 

ただし、専用容器等の海上

輸送１回当たりに要する経費

２／３以内 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（キ）肉用牛振興推進指導

（ア）から（カ）までの事業を円滑に実施するため、会議の開催、先進事例の調査、

肉用牛ヘルパーの実態調査、事業の推進指導 

イ 地域の特色ある肉用牛振興対策事業

（ア）地方特定品種等の振興

生産者集団等が品種の特徴を活かした販売戦略と一体的な牛肉生産及び飼養頭数の

維持・増頭を行うための次に掲げる取組への支援 

ａ 地域の生産、販売計画の策定、周知 

品種の特徴を活かした給与飼料、飼養管理や肉牛出荷等の生産、販売及び飼養頭数

の維持・増頭に向けた計画の策定、周知 

ｂ 特徴ある牛肉生産等 

特徴ある牛肉生産を行うため、放牧地の利用向上に係る放牧地の整備、有機飼料等

の生産、まき牛の導入、粗飼料多給のための飼料生産及び実践農家等の認証等 

ｃ 計画出荷対策 

地域で定めた出荷計画に基づく、肥育牛の出荷時期調整 

ｄ 飼養頭数の維持・増頭に関する取組支援 

（ａ）効率的な生産体制の構築のための性判別精液及び遺伝的多様性の確保を図るため

の希少系統の精液を活用した子牛生産の支援 

（ｂ）放牧等における繁殖性を向上するための発情発見装置や分娩監視装置等の機器等

の導入に係る支援 

（ｃ）遺伝的に優良な雌牛から、受精卵を効率的に確保・利用するための受精卵採取や

うちイの事業 

550,214 千円以内 

定額 

１／２以内 

１／２以内 

ただし、まき牛の導入につ

いては１頭当たり 400 千円以

内 

定額 

ただし、出荷時期調整に要

する経費１／２以内 

１／２以内 

精液１本当たり８千円以内 

１／２以内 

１／２以内 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

移植の取組に係る支援 

（イ）離島等及び山振地域における肉用牛振興

ａ 離島等子牛流通活性化 

（ａ）離島等において生産された 12 か月齢未満の肉専用種の子牛（以下「離島等子牛」

という。）を、当該離島等に住所を有しない肉用牛の生産者が家畜市場において購

入する場合における当該購入者に対する奨励金の交付 

（ｂ）離島等子牛に係る集出荷計画の策定、家畜取引情報の収集及び提供 

（ｃ）離島等の生産者が離島等子牛を島外の家畜市場に出荷する場合における当該出荷

者に対する奨励金の交付 

ｂ 山振地域子牛流通活性化 

山村振興法（昭和 40 年法律第 64 号）第７条第１項の規定により指定された振興山

村（以下「山振地域」という。）において生産された 12 か月齢未満の肉専用種の子牛

（以下「山振子牛」という。）を、当該山振地域の所在する都道府県内に住所を有す

る肉用牛の生産者が家畜市場において購入する場合における当該購入者に対する奨

励金の交付 

ｃ 優良子牛適正出荷推進 

離島等及び山振地域に住所を有する肉用子牛の生産者が、離島等子牛又は山振子牛

を家畜市場に出荷する場合における奨励金の交付及び肉専用種の子牛の斉一化を図

るために必要な器具機材等の導入への支援 

ｄ 子牛流通活性化推進 

離島等及び山振地域の子牛流通の活性化を推進するための会議の開催等 

（ウ）地域の特色ある肉用牛生産推進指導

ただし、受精卵の採取につ

いては１回当たり 17 千円以

内 

定額 

２／３以内 

定額 

定額 

定額、２／３以内 

（奨励金は定額） 

２／３以内 

定額 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（ア）及び（イ）の事業を円滑に実施するための会議の開催、事業の推進指導等

（３）肉用牛流通促進対策事業

肉用子牛等の流通の円滑化を図り、肉用牛経営の競争力強化と国産牛肉の安定供給に資す

るため、中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合（事業協同組合連合会を含む。）又はこ

れらの者を会員とする一般社団法人が、肉用子牛等の集出荷計画を策定し、この計画に基づ

き家畜市場等を通じて、次の一又は複数の取組への支援を実施 

ア 肉用子牛市場流通促進対策

肉用子牛を計画的に導入し、次の（ア）又は（イ）のいずれかに取り組む肥育農家に当

該牛を預託 

（ア）肉用牛枝肉情報全国データベース利用規程に係る同意

（イ）牛個体識別全国データベースの飼養地情報公表の同意

（３）の事業

494,783 千円以内 

定額（１頭当たり） 

黒毛和種
(雄(去勢))

18,000円

黒毛和種
(雌)

9,000円

褐毛和種 13,000円
その他
肉専用種

10,000円

乳用種
(初生牛)

4,000円

乳用種
(初生牛を除く)

6,000円

交雑種
(初生牛を含む)

8,000円
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

イ 肉用子牛安定供給対策

繁殖用に仕向けることが可能な雌子牛等を計画的に導入し、アの（ア）又は（イ）のい

ずれかに取り組むとともに、繁殖に取り組む意欲のある肥育農家に預託 

ウ 肉用子牛等の集出荷計画の作成及び預託牛の現地確認並びに技術指導

定額（１頭当たり） 

繁殖用雌子牛については 

 

経産牛（妊娠牛を含む。）につ

いては 

定額 

黒毛和種 

74ヶ月齢 

未満 
26,000円 

74ヶ月齢 

以上 
4,500 円 

褐毛和種 

74ヶ月齢 

未満 
24,000円 

74ヶ月齢 

以上 
4,000 円 

その他 

肉専用種 

74ヶ月齢 

未満 
22,000円 

74ヶ月齢 

以上 
3,500 円 

交雑種 
74ヶ月齢 

未満 
18,000円 

黒毛和種 37,000円

褐毛和種 34,000円

その他
肉専用種

32,000円

交雑種
(初生牛を含む)

23,000円

17



 

事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（４）肉用牛導入支援事業

（３）を促進するため、次に掲げる事業を実施

ア 預託牛導入保証

被保証人（中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合（事業協同組合連合会を含む。

以下「家畜商組合等」という。））からの拠出金等により預託牛導入保証積立金を造成し、

肉用子牛等導入資金の借入れに係る債務の保証及びその保証債務に弁済事故が起きた場

合の代位弁済（なお、応募団体は、肉用牛導入保証支援事業において平成 30 年度までに金

融機関と締結している債務の保証に関する契約を引き継ぐものとする。） 

イ 預託牛導入拡大

（ア）預託牛導入の拡大に向けた事業モデルの構築

預託牛導入に当たっての地域の課題や動産担保による資金調達等を検討する会議

の開催、現地実態調査等 

（イ）健全な家畜取引推進のための啓発普及

家畜商組合等の健全な家畜取引を推進するため、防疫対策等の取組強化のための検

討、啓発普及資料の作成 

（４）の事業

36,021 千円以内 

アの代位弁済を行う

場合には、別途補助す

る。 

ただし、補助上限の総

額は1,100,000千円と

する。 

１０／１２以内 

応募団体が代位弁済を行う

場合にその額の１０／１２以

内を補助 

定額 

注：（※）が記載されている事業は、事業の合理的執行の観点から、事業実施主体候補者１者を採択することとする。 
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３ 養豚経営安定対策補完事業

原種豚における繁殖性や産肉性などの能力向上並びに養豚経営の安定を図るための生産性の向上及び生産コスト削減に資する取組を支援するため、下

表に掲げる事業を実施 

［留意点］ 

① この事業については、事業の内容欄のうち、（１）、（２）のア、（２）のイの３つより、一又は複数の取組又は項目を選択して応募することができ

る。 

② 補助金予定総額：200,000 千円

③ 実施期間：本事業の実施期間は平成 31 年度とする。

事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（１）地域肉豚能力向上支援事業

産子数や飼料効率の向上などによる生産コストの低減を図るため、次に掲げる事業を自ら

実施、又は地域の生産者集団等に対し、次に掲げるアの取組への支援を実施。ただし、イの

事業の実施については、生産者集団等に対しアの取組への支援を実施する場合に限る。 

ア 種豚等の導入

純粋種豚、純粋種豚生産のための人工授精用精液及び一代雑種雌豚（両親が種豚登録さ

れているもの又は両親のいずれか一方が種豚登録されているものであって、もう一方の親

（種豚登録されていないものに限る。）が、養豚業を営む者等が広く参加する取組として

全国統一手法により実施される遺伝的能力評価（以下、「全国的な遺伝的能力評価」とい

う。）を受けたものに限る。）の導入 

（１）の事業

179,242 千円以内 

１/２以内 

ただし、産子等の広域的な

利用に資する海外純粋種豚の

補助単価については１頭当た

り 400 千円以内、それ以外の

純粋種豚の補助単価について

は１頭当たり 100 千円以内 

人工授精用精液の補助単価

については１本当たり 10 千

円以内 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

イ 事業の推進指導

アの事業の円滑な推進を図るための現地指導等

（２）生産性向上支援

肉豚等の生産性向上や生産コスト削減の観点から、全国又は都道府県を区域として、次に

掲げるアの事業を自ら実施、又は地域の生産者集団等に対し、次に掲げるアの取組への支援

を実施。また、全国又は都道府県を区域としてイの事業を実施。ただし、アの（イ）の事業

の実施については、生産者集団等に対しアの（ア）の取組への支援を実施する場合に限る。 

ア 飼養管理技術向上支援

（ア）豚の飼養管理技術の向上を図るための研修会の開催及び研修会修了者の現地指導の実

施 

（イ）事業の推進指導

（ア）の事業の円滑な推進を図るための現地指導等

（２）の事業

20,758 千円以内 

一代雑種雌豚の補助単価に

ついては１頭当たり 20 千円

以内、導入頭数については一

経営体当たり 30 頭を上限（う

ち両親のいずれか一方が種豚

登録されているものであっ

て、もう一方の親が全国的な

遺伝的能力評価を受けたもの

については５頭を上限） 

定額 

定額 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

イ 養豚農業実態調査

先進的な経営改善の取組の普及を図るため、養豚経営における優良事例調査（飼養管理、

繁殖技術、環境対策等）及び実態調査の実施。これに係る調査事項等検討会の開催並びに

調査実施後の結果分析及び報告書の作成・配布を実施。ただし、優良事例調査と実態調査

とは一体的に取り組むものとする。 
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４ 堆肥舎等長寿命化推進事業

経年劣化が進んでいる家畜排せつ物処理施設（堆肥舎等）の長寿命化等を支援するため、全国を区域として下表に掲げる事業を実施 

［留意点］ 

① この事業については、事業の内容欄のうち、（１）～（３）の３つより、一又は複数の取組を選択して応募することができる。

② 補助金予定総額：31,909 千円

③ 実施期間：本事業の実施期間は平成 31 年度とする。

事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（１）家畜排せつ物処理施設に係る補修マニュアルの作成等（※）

ア 家畜排せつ物処理施設に係る経年劣化の実態調査

イ 家畜排せつ物処理施設に係る経年劣化の補修の事例調査

ウ 家畜排せつ物処理施設の長寿命化のための補修マニュアルの作成

（２）家畜排せつ物処理に係る新技術情報等の収集・提供（※）

ア 企画検討委員会の開催

イ 汚水処理や悪臭防止に係る新技術や優良事例等の調査

ウ 事業成果報告書の作成及び配布

（３）家畜飼養情報検討会の開催（※）

我が国の家畜改良の推進を図るため、家畜飼養の実態（馬、めん羊、山羊、鶏）に関する

検討会の開催 

（１）の事業

21,367 千円以内 

（２）の事業

6,431 千円以内 

（３）の事業

4,111 千円以内 

定額 

定額 

定額 

注：（※）が記載されている事業は、事業の合理的執行の観点から、事業実施主体候補者１者を採択することとする。
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５ 国産畜産物安心確保等支援事業

国産畜産物の安心確保と安定供給を図るため、下表に掲げる事業を実施 

［留意点］ 

① この事業については、事業の内容欄のうち、（１）～（３）の３つより、一又は複数のメニューを選択して応募することができる。

また、各メニューのうち、（２）についてはア・イの２つより、一又は複数の取組を選択して応募することができる。

注：（１）、（３）のメニュー単位の中のそれぞれの取組を単独で応募することはできない。

② 補助金予定総額：434,134 千円

③ 実施期間：本事業の実施期間は平成 31 年度とする。

事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（１）家畜個体識別システム定着化事業（※）

家畜個体識別システムの適正かつ円滑な運用を確保し、生産者等が牛トレーサビリティ制

度を的確に実施するため、全国を区域として、次に掲げる事業を実施 

ア 新生子牛等へ装着する耳標の作成・配付・情報提供並びにその方法の検討、個体識別情

報の入力・管理 

イ 個体識別情報の収集・集計・修正・分析及び提供、管理システム及び生産者等の出生・

異動等の届出の円滑な実施を支援する仕組みの改善・構築 

ウ 耳標等経費負担のあり方を含めた個体識別システムの今後の運営に関する検討会等の

開催、現地での有効活用等の優良事例の調査及び情報収集等 

（２）緊急時生産流通体制支援事業

ア 緊急時の鶏肉処理体制整備等

高病原性鳥インフルエンザ等や自然災害の発生時に、食鳥処理場の速やかな出荷再開が

（１）の事業

376,469 千円以内 

（２）の事業

41,813 千円以内 

うちアの事業 

24,884 千円以内 

定額 

定額 

定額 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

可能となるよう、体制をあらかじめ整備し、発生時においては食鳥処理場の早期再開及び

滞留鶏肉等の流通円滑化を図るほか、小規模食鳥処理施設へのＨＡＣＣＰ導入義務化に向

けた対応及び食鳥処理の高度化を推進するため、全国を区域として次に掲げる事業を実施 

（ア）緊急時対応に向けた検討会の開催

高病原性鳥インフルエンザ等や自然災害の発生時に食鳥の集出荷・処理・流通の体制

を速やかに整えるための関係者による検討会の開催 

（イ）安心・安全を高める体制整備

小規模食鳥処理施設へのＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理の導入手法や食

鳥処理の高度化を推進するための検討会の開催 

（ウ）滞留鶏肉の一時保管及び食鳥処理場の再開に必要な設備・機器のリース等に対する支

援

高病原性鳥インフルエンザ等の発生時に、移動制限区域内に食鳥処理場を有する食鳥

処理業者に対する、滞留鶏肉の一時保管及び食鳥処理場の再開に必要な設備・機器のリ

ース等に対する支援 

イ 緊急時の食肉安全性等情報提供

口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザなどの家畜疾病や食中毒事故の発生等、食肉の流通

に大きな影響を及ぼす恐れのある疾病等の発生に備え、常時より国産食肉を取り巻く安

全･安心に係る多様な情報の収集と消費者への普及を図るため、全国を区域として次に掲

げる事業を実施 

（ア）食肉学術情報の収集

ａ 食肉学術情報収集会議の開催 

ｂ 食肉学術情報の収集 

ｃ 委託研究の実施 

うちイの事業 

16,929 千円以内 

定額 

定額 

１／２以内 

定額 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（イ）食肉の安全性等に関する情報の学識者等による出張講座の開催

（ウ）食肉の安全･安心に関する意識調査の実施

ａ 意識調査検討委員会の開催 

ｂ 意識調査･分析の実施 

（エ）食肉情報普及素材の作成等

ａ 普及素材作成検討委員会の開催 

ｂ 普及素材の作成 

ｃ インターネットを活用した情報提供体制の整備

（３）海外流行疾病侵入時対応強化事業（※）

アジア地域における流行疾病に対する我が国の動物用医薬品の有効性等に関する情報の

収集及び提供のため、全国を区域として次に掲げる事業を実施

ア アジア地域で流行する病原体の収集・解析

アジア地域で流行する病原体の収集及び性状解析・保管の実施

イ 既存の動物用医薬品の有効性確認試験

アで収集した病原体に対する既存の動物用医薬品の効果の確認及び新たな動物用医薬

品の開発の必要性の評価

ウ アジア地域の家畜疾病等の情報収集・普及啓発

アジア地域の流行疾病や、それに対する我が国の動物用医薬品の効果、アジア地域にお

ける原薬供給状況等に関する情報を収集するとともに、我が国の畜産関係者に対する情報

の提供 

（３）の事業

15,852 千円以内 

定額 

１／２以内 

定額 

注：（※）が記載されている事業は、事業の合理的執行の観点から、事業実施主体候補者１者を採択することとする。
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６ 畜産特別支援資金融通事業

負債の償還に支障を来している経営や家畜伝染病発生により深刻な影響を受けた経営に対する低利資金の円滑な融通への支援や、多額の資金を必要と

する畜産経営の円滑な資金調達に資するために畜産動産担保融資（以下「畜産ＡＢＬ」という。）の導入に向けた環境整備を支援することにより、畜産

経営の改善と国内畜産生産基盤の維持・発展に資するため、下表に掲げる事業を実施 

［留意点］ 

① この事業については、事業の内容欄の（ア）及び（オ）は必ず実施するものとし、その他の項目については可能な限り実施するものとする。

② 実施期間：本事業の実施期間は平成 31 年度とする（平成 29～31 年度の事業実施期間の最終年度）。

事業の内容 補助金の予定額 補助率 

畜産動産担保融資導入推進事業 

畜産ＡＢＬモデル実証地区調査 

中央推進事業の事業実施主体（公益社団法人中央畜産会）の指導の下、都道府県等を区域と 

して、畜産ＡＢＬを利用できる環境整備を進めるための次の項目を実施 

（ア）地域検討会の開催

（イ）地域の状況に合ったモニタリング体制等の構築に必要な調査、検討、調整

（ウ）モデル実証農家に対する経営診断

（エ）推進指導

（オ）実施内容及び課題等に関する報告書の作成

24,150 千円以内 

既採択４団体分を

含む平成 31 年度分 

定額 

定額 

１／２以内 

定額 

定額 
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７ 食肉流通改善合理化支援事業

食肉流通の合理化と消費者の嗜好の多様化に対応した、安全・安心な食肉の安定供給を図るため、下表に掲げる事業を実施 

［留意点］ 

① この事業については、事業の内容欄のうち、（１）のメニューの中のそれぞれの取組又は項目を全て実施するものとし、（２）、（３）の２つより一

又は複数のメニューを選択して応募することができる。また、各メニューのうち、（２）のアの（ア）のａ～ｃ、（２）のアの（イ）、（２）のイの（ア）、

（２）のイの（イ）のａ・ｂ、（２）のウの（ア）・（イ）、（３）のアの（ア）～（カ）、（３）のイの（ア）～（オ）、（３）のウ、の 21 つより、一又

は複数の取組を選択して応募することができる。 

注１：（３）のイの取組を応募する場合は、（３）のアと併せて応募しなければならない。 

注２：（３）のウの取組を応募する場合は、（３）のア又はイと併せて応募することはできない。 

② 補助金予定総額：3,786,474 千円

③ 実施期間：本事業の実施期間は平成 31 年度とする。

事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（１）食肉卸売市場機能強化事業

食肉卸売市場の有する基本的な機能の強化を図り、食肉卸売市場の公正かつ適正な価格形

成に資するため、食肉卸売市場に対する支援を行っている団体が全国を区域として次に掲げ

る取組を実施 

ア 情報機能の強化

（ア）食肉卸売市場が買参人等に提供すべき情報の内容及び提供方法等を検討するため、関

係者による検討会を開催 

（イ）（ア）の情報を収集・伝達するシステムの確立に必要なプログラムの開発及び運営

（ウ）食肉卸売市場の情報伝達システムの確立に必要なプログラムの開発及び運営

（エ）食肉卸売市場の情報伝達システムの確立に必要な機器の整備

定額 

定額 

定額 

１／２以内 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

イ 集分荷機能の強化

枝肉等の集分荷の円滑化を図るため、利用実態に応じた情報提供サービスの向上を目的

として、関係者による検討会を開催 

ウ 決済機能の強化

食肉卸売市場が決済機能の強化を図るために要する資金を融通する金融機関に対する

利子補給 

エ 品質管理の高度化

食肉卸売市場において、せり取引にかかる衛生管理の向上を図るために必要な機器の整

備 

（２）食肉流通経営体質強化促進事業

ア 食肉流通機能適正化推進事業

統計法（平成 19 年法律第 53 号）第２条第９項に基づく統計基準として、総務大臣が定

めた日本標準産業分類における食肉卸売業（以下３において同じ。）又は食肉小売業（以下

３において同じ。）を主たる事業とする者（以下３において「食肉流通事業者」という。）に

よって組織され活動している団体（以下３において「食肉流通事業組合」という。）が、全

国を区域として、次に掲げる事業を実施 

（ア）食肉流通機能の適正化の推進

ａ 食肉流通関連制度及び食肉表示等の遵守を推進するための協議会及び講習会の開

催 

ｂ 食品表示法等に基づく適正表示調査委員会の開催及び表示状況調査・指導の実施 

ｃ 衛生管理や品質管理を指導するための適正販売促進指導委員会の開催及び販売調

定額 

２／３以内 

定額 

定額 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

査・指導の実施 

（イ）消費者の信頼確保の推進

消費者の多様化するニーズに対応するため、実需者や関連業種等との食肉流通情報

交換会・セミナーの開催等

イ 食肉流通機能強化推進事業

食肉流通事業組合が、全国、複数の都道府県又は都道府県を区域として、次に掲げる事

業を実施 

（ア）共同化の推進

ａ 食肉流通事業者における資材等の共同購入、配送の共同化等に係る検討委員会の開

催 

ｂ 食肉流通事業者における共同化のための新規取組 

ｃ 共同化等に係る優良事例の調査及び資料の作成 

（イ）技術習得及び経営力強化の推進

ａ 食肉の加工・処理技術の習得、経営や労務管理手法の習得を通じた人材・後継者の

育成研修や経営力強化に資する事例調査及び普及の実施 

ｂ 持続性のある経営を図るため、法務、税務、会計、労務管理、知的財産の保護等に

関する専門的知識を有する者（弁護士、税理士、公認会計士、中小企業経営診断士、

社会保険労務士、弁理士、事業継承支援事業者等）による実態に即した支援を行うた

めの体制の整備をするとともに、経営の高度化や合理化に資する取組 

ウ 生産者等との連携推進事業

（ア）産地食肉流通・販売の推進

食肉小売業を主たる事業とする者によって組織され活動している団体が、全国を区域

定額 

定額 

ただし、ｂは１／２以内と

し、食肉の購入費は補助しな

い。 

定額 

ただし、ｂのうち専門的知

識の有する者の指摘・指導を

踏まえ実施する経営の高度化

や合理化に資する取組につい

ては１／２以内 

定額 

ただし、ｃは１頭当たり
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

として、次に掲げる事業を実施 

ａ 生産地と連携した産地食肉（牛肉・豚肉）の販売を推進するため、産地食肉販売推

進会議の開催、産地との意見交換会の開催 

ｂ 産地食肉の販売会の開催 

ｃ 生産者に対する情報提供推進費の交付 

ｄ 食肉の輸送費及び枝肉解体処理費の交付 

ｅ 産地食肉理解醸成交流活動の実施及び販売推進に係る資料の作成及び配布 

（イ）産地銘柄食肉流通の促進

食肉卸売業を主たる事業とする者によって組織され活動している団体が、複数の都道

府県又は都道府県を区域として、次に掲げる事業を実施 

ａ （公社）中央畜産会が策定した「産地等表示食肉の生産・出荷等の適正化に関する

指針」の基準に即した銘柄食肉を消費地（首都圏、政令指定都市）に紹介し販売を推

進するため、産地食肉流通促進委員会の開催、産地との意見交換会の開催、産地銘

柄情報の伝達資材の作成 

ｂ 産地銘柄食肉の流通を促進するための産地銘柄食肉の配送及び保管 

（３）国産食肉等新需要創出緊急対策事業

生産、加工、流通及び販売業者が一体となり、国産食肉等（牛肉・豚肉・鶏肉・内臓）の

新たな商品価値に着目し、顧客視点に立った新需要を創出する取組を推進することにより、

畜産農家の経営安定と消費者の嗜好の多様化に対応した国産食肉等の生産に資するため、次

に掲げる事業を実施 

ア 商品性創出事業

国産食肉等の新たな商品価値を実需者等に提案するため、食肉流通に関係した活動をし

ている団体が、都道府県等を区域として、次に掲げる事業を実施 

1,000 円以内、ｄは１／２以

内、ｅの試食用資材は、

１／２以内 

定額 

ただし、ｂは１／２以内 

定額 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（ア）生産から販売に至る関係者で組織された協議会の開催

（イ）消費者ニーズに応じた国産食肉等の品質・規格の調査選定

（ウ）訴求ポイントの科学的検証

（エ）ニーズに応じた生産出荷体制の確保

（オ）フードコミュニケーションプロジェクトシートの作成研修会の開催

（カ）国内の販路開拓

イ 実証事業

アによる取組みを踏まえ、国内の実需者に対する新たな商品価値に即した国産食肉等の

販売手法を実証するため、次に掲げる事業を実施 

（ア）国内の実需者（小売・外食等）に対する調理法の開発提案

（イ）低需要部位を使った加工品の試作

（ウ）畜産ＧＡＰ（農業生産工程管理：Good Agricultural Practice）に係る情報提供に資

するため、食肉流通事業者の畜産ＧＡＰへの理解醸成の取組の実施（この取組みのため

畜産ＧＡＰの認証を取得した又は畜産ＧＡＰ取得チャレンジシステムに登録された農

場等で生産された国産食肉等を使用する場合は、その輸送費、食肉処理費等食肉流通に

付随する経費を含む。）

（エ）部分肉の現地入札販売会の開催

（オ）展示商談会への出展

ウ 普及事業（※）

新たな商品価値に即した国産食肉等のバリューチェーン構築及び給食を通じた国産食

肉等の供給安定と利用拡大を図るため、次に掲げる取組を実施 

（ア）優良事例の普及啓発

１／２以内 

ただし、（ウ）の国産食肉等

の輸送費、食肉処理費等食肉

流通に付随する経費は、１農

場当たり 50 頭を限度とする。 

定額 

31



事業の内容 補助金の予定額 補助率 

新たな商品価値に即した国産食肉等のバリューチェーン構築やその他の国産食肉等

の新たな消費方法等についての取組を全国に普及させるため、全国を区域とする団体が

次に掲げる事業を実施 

なお、牛肉、豚肉及び鶏肉並びにその内臓については一体的に取り組むものとする。 

ａ モデル地域など優良事例の現地調査

ｂ 成果の発表会及び合同商談会の実施 

ｃ 成果の取りまとめ、普及資料の作成・配布 

（イ）国産食肉給食利用推進

給食を通じた国産食肉等の供給安定と利用拡大を図るための取組を全国に普及させ

るため、全国を区域とする団体が次に掲げる事業を実施 

ａ 国産食肉等の安全性や栄養に関する理解の醸成を図るためのセミナーの開催、安全

性の普及啓発 

ｂ 国産食肉等の利用を推進するための全国協議会の開催、給食献立の提案及び調理講 

習会の開催 

注：（※）が記載されている事業は、事業の合理的執行の観点から、事業実施主体候補者１者を採択することとする。
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８ 畜産副産物適正処分等推進事業 

円滑な畜産残さ処理の継続によると畜機能の維持を図るとともに、食の安全･安心の確保を図るため、全国を区域として下表に掲げる事業を実施 

［留意点］ 

① この事業については、事業の内容欄のうち、（１）～（３）の３つより一又は複数のメニューを選択して応募することができる。

注：上記応募メニュー単位の中のそれぞれの取組を単独で応募することはできない。

② 補助金予定総額：5,972,303 千円

③ 実施期間：本事業の実施期間は平成 31 年度とする。

事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（１）肉骨粉適正処分対策事業

ア 肉骨粉等の適正処分

肉骨粉等の適正処分の推進を図るため、継続的に肉骨粉等を製造している者（以下「肉

骨粉等処分事業者」という。）が行う肉骨粉等原料のレンダリング処理及びこれにより製造

された肉骨粉等の適正な焼却処分への支援 

イ 肉骨粉等の計画的な適正処分の推進

肉骨粉等の有効利用の促進、アの事業を適正かつ円滑に推進するため、次に掲げる事業

を実施 

（ア）肉骨粉等の適正処分等を図るための肉骨粉等適正処分協議会等の開催

（イ）事業を適正かつ円滑に実施するために行う肉骨粉等処分事業者に対する助言及び指導

（ウ）推進会議の開催及び情報の提供等

（エ）事業の推進指導等

（２）牛せき柱適正管理等推進事業

安全・安心な食肉等を供給するとともに、畜産残さの有効利用を図るため、次に掲げる事

（１）の事業

5,629,650 千円以内 

（２）の事業

319,755 千円以内 

定額 

定額 

定額 

ただし、アについては牛せ
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

業を実施 

ア 牛せき柱を適正に管理した食肉事業者に対する促進費の交付

イ 畜産残さの有効利用に取り組む食肉事業者に対する促進費の交付

ウ ア及びイの促進費の交付に必要な事項

（３）畜産副産物需給安定推進事業

畜産副産物製造業の経営安定化及び畜産副産物等の安全で安定的な需給体制の整備を図

るため、次に掲げる事業を実施 

ア 経営安定化推進

畜産副産物製造業の経営改善及び製造技術の向上を図るための学識経験者等によるセ

ミナーの開催

イ 需給安定化推進

（ア）国内外における畜産副産物及び畜産副産物製品の需給状況等の調査

（イ）畜産副産物及び畜産副産物製品の需給状況等についての問題点等の分析、改善策の策

定、有効活用等の検討会の開催 

（ウ）畜産副産物等に関する情報提供及び需給拡大のためのイベントへの参加等

（エ）畜産副産物製造業の再編合理化を図るための調査、検討会の開催等

（３）の事業

22,898 千円以内 

き柱を適正管理した場合に牛

１頭当たり 150 円、イについ

てはアを実施し、かつ、牛た

んぱく質が混入していないこ

とを検査・確認した場合等に

牛１頭当たり300円 

定額 
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９ 畜産経営安定化飼料緊急支援事業

配合飼料製造業における配合飼料製造・供給コストの低減の取組を推進し、畜産経営の安定・競争力強化を図るため、全国又は都道府県等を区域として次

に掲げる事業を実施 

［留意点］ 

① この事業については、（２）の取組を単独で応募することはできない。

② 補助金予定総額：208,938 千円

③ 実施期間：本事業の事業実施期間は平成 31 年度とする。ただし、（２）のアの取組は平成 31 年度の資金の借入れを事業対象とし、当該利子助成

金は平成 31 年度から平成 36 年度までを補助対象とする。

事業の内容 補助金の予定額 補助率 

配合飼料製造費等低減緊急支援事業 

（１）配合飼料製造費等の低減に向けた検討等

配合飼料工場の再編・合理化等の配合飼料製造・供給コストの低減に向けた関係者による

検討会の開催、事例等調査、計画策定等 

（２）配合飼料製造費等の低減に向けた設備導入等

配合飼料製造業者等が、（１）の計画に基づき作成し、農業競争力強化支援法（平成 29 年

法律第 35 号）第 18 条第１項の認定を受けた事業再編計画により行う工場再編・合理化等へ

の支援を次に掲げる取組により実施 

ア 設備導入に必要な資金の借入れに対する利子助成

イ 施設廃棄等に必要な費用の支援

定額 

定額 

ただし、利子助成の上限は

1.25％（貸付当初５年間を限

度） 

１／３以内 
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10 酪農労働省力化推進施設等緊急整備対策事業（※）

地域の酪農家等、酪農関係者が参画する協議会（以下「楽酪応援会議」という。）における、酪農を営む者における労働負担軽減・省力化等に資する

取組を支援するため、全国を区域として下表に掲げる事業を実施 

［留意点］ 

① 補助金予定総額：5,500,000 千円

② 実施期間：本事業の実施期間は平成 31 年度とする。

事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（１）労働負担軽減事業

楽酪応援会議に対し、ア又はイの取組への支援を実施

ア 省力化機械装置の導入と一体的な施設整備事業

酪農を営む者等が省力化機械装置（搾乳ロボット、ミルキングパーラー、搾乳ユニット

搬送レール、自動給餌機、ほ乳ロボット（レール式）、バーンスクレーパー等）の導入と

一体的な施設の整備を行う取組 

イ 楽酪応援会議推進事業

酪農を営む者の実情に応じ、労働負担軽減・省力化及び飼養管理技術の高度化に必要と

なる計画の策定や機械装置等の選定を行う取組 

（２）集合搾乳施設整備事業

楽酪応援会議に対し、ア又はイの取組への支援を実施

ア 集合搾乳施設整備事業

複数戸酪農家が協業し、搾乳作業などの作業を外部化・集中管理するモデル的な集合搾

乳施設（家畜飼養管理施設、家畜排せつ物施設）を整備する取組 

イ 楽酪応援会議推進事業

１／２以内 

定額 

3,000 千円以内 

 うち、事業の円滑な推進に

係る経費は事業費の１割以内 

１／２以内 

定額 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

地域の搾乳等に関する作業を集中管理することにより外部化するモデル的な取組のた

めの施設整備及び共同に関する役割分担等に関する計画の策定や整備施設等の選定を行

う取組 

（３）後継牛預託育成体制整備事業

楽酪応援会議に対し、ア又はイの取組への支援を実施

ア 後継牛預託育成体制整備事業

後継牛の預託育成を行う者が、家畜飼養管理施設等の補改修、省力化機械装置（自動給

餌機、自走式配餌車、ほ乳ロボット、餌寄せロボット、発情発見装置、バーンスクレーパ

ー等）の導入及び育成牛の飼養管理に必要な資材（牧柵、電牧柵、床材、餌槽、給水器、

防虫機器、牧草種子、肥料、土壌改良資材）の導入を行う取組 

イ 楽酪応援会議推進事業

後継牛の預託育成を行う者及び酪農を営む者の実情に応じ、後継牛の預託育成体制強化

を図るための計画の策定や整備施設等の選定を行う取組 

（４）全国推進指導事業

（１）から（３）の事業を円滑に実施するため、事業推進会議の開催並びに事業の推進、

指導及び調査等の取組 

3,000 千円以内 

 うち、事業の円滑な推進に

係る経費は事業費の１割以内 

１／２以内 

定額 

3,000 千円以内 

 うち、事業の円滑な推進に

係る経費は事業費の１割以内 

定額 

注：（※）が記載されている事業は、事業の合理的執行の観点から、事業実施主体候補者１者を採択することとする。
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11 国産乳製品等競争力強化対策事業 

国産チーズの競争力を高めるとともに、その需要を確保し、我が国の酪農・乳業関係者が将来にわたって安定的に国産チーズの生産に取り組めるよう

にするため、酪農家におけるチーズ向け生乳の品質向上への取組、チーズ工房等チーズ製造者における技術研修会、国際コンテスト等への参加を支援す

る、下表に掲げる事業を実施 

［留意点］ 

① この事業については、事業の内容欄のうち、（１）及び（２）より、一又は複数のメニューを選択して応募することができる。また、このうち（２）

のア～エの４つより一又は複数の取組および項目を選択して応募することができる。 

  注：（１）のメニューの中の取組を単独で応募することはできない。 

② 補助金予定総額：5,599,860 千円

③ 実施期間：本事業の実施期間は平成 31 年度とする。

事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（１）国産チーズ生産奨励事業

全国、一又は複数の都道府県を区域として、次に掲げる取組を自ら実施

ア 国産チーズ生産奨励対策

チーズ向け生乳の品質向上のため、乳質向上等に資する取組を実施した上で、事業実施

主体が設定したチーズ向け生乳の乳質基準を満たした生乳に対する奨励金の交付 

イ 国産チーズ生産奨励対策の推進

アの取組を円滑に実施するための会議の開催、事業の推進指導等

（１）の事業

5,268,460 千円以内 

定額 

チーズ向け生乳１kg当たり

12 円以内 

ただし、上乗せとなる取組

を実施した場合は、１kg 当た

り３円以内を上乗せ 

定額 
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事業の内容 補助金の予定額 補助率 

（２）国産チーズ競争力強化支援対策事業

全国又は一若しくは複数の都道府県等を区域として、次に掲げる一又は複数の取組を実施

ア 品質向上対策

国産チーズの品質向上を図るため、以下の項目を実施

（ア）国内外から講師を招へいした国内短期研修会の開催

（イ）海外チーズ工房等現地調査の開催（※）

（ウ）チーズ工房等における国内長期研修会及び海外チーズ工房等における長期研修会の開

催（※）

イ ブランド化対策

国産チーズのブランド化を図るため、以下の項目を実施

（ア）国産ナチュラルチーズ国内コンテストの開催（※）

（イ）国産ナチュラルチーズの海外チーズコンテストへの出品の実施（※）

ウ 消費拡大対策

国産チーズの消費拡大を図るため、国産チーズを日本の食文化に取り入れるための取

組、国産チーズの価値訴求、展示、PR によるチーズの普及活動 

エ 国産チーズ競争力強化支援対策の推進

ア～ウの取組の円滑な推進を図るための指導等

（２）の事業

331,400 千円以内 

定額 

定額 

定額 

定額 

注：（※）が記載されている事業は、事業の合理的執行の観点から、事業実施主体候補者１者を採択することとする。 
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